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はじめに

世紀半ばより始まった産業革命以来、我々は優れた科学技術を背景として物質的豊かさを手にし

ましたが、資源の枯渇や環境破壊といった諸問題が現実的になり始めるにつれ、多くの人々が大量生

産・大量消費・大量廃棄型の社会の在り方に危機感を感じています。

このような資源・環境に対する意識の高まりなどを背景に、循環型社会形成推進基本法や各種リサ

イクル法等の環境関連法の整備が図られ、廃棄されてきた資源の利活用の促進が進められています。

また行政のみならず、企業や県民においても環境への意識向上により、資源を大量かつ急速に浪費

する社会から、３Ｒを推進する循環型社会への転換に向けた取組も進められています。

３Ｒとは、「リデュース（発生抑制）」、「リユース（再使用）」、「リサイクル（再生利用）」を総称し

た言葉です。

「リデュース（発生抑制）」とは、廃棄物の発生・排出をできる限り抑えること。

「リユース（再使用）」とは、一度使用された製品をできる限り繰り返し使用すること。

「リサイクル（再生利用）」とは再使用できないものでも、再生利用、熱回収により資源としてでき

る限り利用すること。

そして、３Ｒを実践してもなお、どうしても資源として利用できないものについては、適正な処分

を行うこととなっています。

去る 月 日に、滋賀県にとって念願でありました「琵琶湖の保全及び再生に関する法律」が成立

しました。この法律では、琵琶湖を国民的資産と位置づけ、健全で恵み豊かな湖としての保全および

再生が謳われています。このためには、引き続き県民・事業者の皆様の御協力による環境美化活動を

はじめとする取組が欠かせません。

本県では循環型社会の実現を目指し、平成 年度から平成 年度までを計画期間とする「第三次

滋賀県廃棄物処理計画」を策定し、３Ｒや廃棄物の適正処理を推進してきましたが、現在策定中の第

四次計画では、３Ｒのうち特にリデュースとリユースの２Ｒの取組をさらに強化するとともに、廃棄

物の適正処理を引き続き徹底することなどを基本方針とする方向で作業を進めています。

本書は、本県の廃棄物処理の概要や現状をとりまとめたもので、県民、事業者、行政などが循環型

社会の実現に向けた取組を進めるための基礎資料として作成したものであり、多くの皆様に御活用い

ただければ幸いです。

平成 年 月

滋賀県琵琶湖環境部循環社会推進課
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Ⅰ 廃棄物の分類

廃棄物には、家庭や事業所から発生するごみや生活排水などの「一般廃棄物」と、工場などでの

事業活動に伴って発生する廃プラスチック類、廃油、汚泥などの「産業廃棄物」があります。

一般廃棄物については市町村が、産業廃棄物については事業者の責任で処理することとなってい

ます。

図－１ 廃棄物の分類

※1 家庭から排出されるごみ(生活ごみ)

※2 事業所から排出されるごみのうち産業廃棄物にあたらないもの

※3 一部地域に設置している浄化槽から収集された汚泥

※4 燃えがら／汚泥／廃油／廃酸／廃アルカリ／廃プラスチック類／紙くず／木くず／繊維くず／

※5

動物性残さ／ゴムくず／金属くず／ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず／鉱さい／

上記19種類の産業廃棄物を処分するために処理したもの（例えばコンクリート固型化物）

がれき類／動物系固形不要物／動物のふん尿／動物の死体／ばいじん／

爆発性、毒性、感染性その他、人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがあるもの

（他に「輸入された廃棄物」があり、これを含めると21種類となる）

（市町村の処理責任）

（事業者の処理責任）

浄化槽汚泥
(※3)

生活雑排水

事業系ごみ
(※2)

ごみ

廃棄物

家庭系ごみ
(※1)

生活排水

一般廃棄物 生し尿

産業廃棄物

し尿

特別管理一般廃棄物
(※5)

特別管理産業廃棄物
(※5)

事業活動に伴って生じた廃棄物のうち
法律で定められた 種類 (※4)
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Ⅱ 一般廃棄物 ごみ処理の概要

１ ごみの排出量

平成 年度における本県のごみ総排出量は 、 人 日当たりごみ排出量は であり、

前年度に比べてごみ総排出量、 人 日当たりごみ排出量ともに増加しています。

また、平成 年度以前と同様に総人口に外国人人口を含めず算出した場合、 人 日当たりごみ排

出量は となり、こちらについても前年度に比べてごみ総排出量と 人 日当たりごみ排出量は

増加しています。なお、全国平均における 人 日当たりごみ排出量は前年度に比べて減少していま

す。

また、市町等のごみ処理施設への搬入量に占める家庭系ごみの割合は ％、事業系の割合は ％

となっています。

図－２ ごみ総排出量と 人 日当たりごみ排出量の推移

全国

（注２）ごみ総排出量の定義は平成17年度から変更されています。

（注１）△および▲は、外国人人口を含む場合の１人１日当たりごみ排出量（平成24年7月9日に「住民基本台帳法の一部を改正する法律」が施行さ

　　　　れ、外国人住民についても住民基本台帳法の適用対象となりました。このため、平成24年度から総人口（住民基本台帳人口）に外国人人口

　　　　を含むことになりました。）

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

人

日
当
た
り
ご
み
排
出
量

ご
み
総
排
出
量

万

ごみ総排出量

人 日当たりごみ排出量・本県

人 日当たりごみ排出量・全国

人 日当たりごみ排出量・本県（外国人人口を含む）

人 日当たりごみ排出量・全国（外国人人口を含む）

 

●ごみ総排出量の定義

国において公表しているごみ総排出量の定義は、平成 年度実績より「収集ごみ量＋直接搬入

量＋自家処理量」（旧定義）から、「収集ごみ量＋直接搬入量＋集団回収量」（新定義）に変更とな

り、図－２においては平成 年度と平成 年度において差が生じています。 
 

● 人 日当たりごみ排出量 
人 日当たりごみ排出量＝総排出量÷総人口÷ ※ ※閏年では  
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図－３ 家庭系ごみ・事業系ごみの搬入量割合 平成 年度

家庭系ごみ

事業系ごみ

合計

搬  入  量 (t)
事業系ごみ

％

家庭系ごみ
％

表－１ 市町別ごみ排出量（平成 年度）

可燃ごみ 不燃ごみ 資源ごみ その他 粗大ごみ

大　津　市

彦　根　市

長　浜　市

近江八幡市

草　津　市

守　山　市

栗　東　市

甲　賀　市

野　洲　市

湖　南　市

高　島　市

東 近 江 市

米　原　市

日　野　町

竜　王　町

愛　荘　町

豊　郷　町

甲　良　町

多　賀　町

合　　計

(ｔ)

集団回収量
市町名 自家処理量総排出量

収集ごみ量
直接搬入

ごみ

搬入量(≒

処理量)
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２ ごみ処理の状況

平成 年度におけるごみ搬入量は 、ごみ処理量は となり、図－ のとおり処理

されました（前年度保管残量等があるため、ごみ搬入量とごみ処理量は一致しません）。

このうち資源化されたのは であり、集団回収による資源化量を含めた総資源化量は

となります。最終処分量は で、昨年度よりもわずかに減少しています（前年度最終処分量は

）。

図－４ ごみ処理の状況 平成 年度

直接最終処分量 最終処分量

直接焼却量 焼却施設 焼却残渣の埋立

資 源 化 量

処理残渣の焼却 処理残渣の埋立

粗大ごみ処理施設 処理残渣の焼却

処理残渣の埋立

資 源 化 量

ごみ堆肥化施設 処理残渣の焼却

処理残渣の埋立

資 源 化 量

焼却以外の中間処理施設 ごみ燃料化施設 処理残渣の焼却

処理残渣の埋立

資 源 化 量

処理残渣の焼却

処理残渣の埋立

資 源 化 量

その他施設 処理残渣の焼却

処理残渣の埋立

計画収集人口 直接資源化量 資源化量合計
自家処理人口

総人口

総資源化量

（ｔ）

混合ごみ

可燃ごみ

不燃ごみ

資源ごみ

その他　

粗大ごみ

直接搬入ごみ

自家処理量

集団回収量

その他の資源化等

を行う施設

搬入量

中間処理に伴う

資源化量

 

図－５ ごみ搬入量の内訳 平成 年度

搬入量 (t)

可 燃 ご み

不 燃 ご み

資 源 ご み

そ の 他

粗 大 ご み

混 合 ご み

直 接 搬 入 ご み

合 計可燃ごみ

不燃ごみ

資源ごみ

その他

粗大ごみ
混合ごみ 直接搬入ご

み
直接搬入ごみ
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図－３ 家庭系ごみ・事業系ごみの搬入量割合 平成 年度
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図－６ ごみ処理量の推移

平成16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

直 接 焼 却 量
焼却以外の中間処理量

直接資源化量

直接最終処分量

合 計

平成 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

直接焼却量 焼却以外の中間処理量 直接資源化量 直接最終処分量

処
理
量
（
万
ｔ
）

図－７ 最終処分量の推移

（t）

平成16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

直 接 最 終 処 分 量

中間処理・焼却処理後

最 終 処 分 量

合　　　　計

平成 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

最
終
処
分
量
（
万

）

直接最終処分量 中間処理・焼却処理後

最終処分量
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表－２ 市町別ごみ処理量 平成 年度

(ｔ)

粗大ごみ

処理施設

ごみ堆肥

化施設

ごみ燃料

化施設

その他の資源

化を行う施設

その他

 施設

大 津 市

彦 根 市

長 浜 市

近江八幡市

草 津 市

守 山 市

栗 東 市

甲 賀 市

野 洲 市

湖 南 市

高 島 市

東 近 江 市

米 原 市

日 野 町

竜 王 町

愛 荘 町

豊 郷 町

甲 良 町

多 賀 町

合 計

（注1）その他の資源化を行う施設： 不燃ごみの選別施設、圧縮・梱包施設等

（注2）その他施設： 資源化を目的とせず、埋立処分のための破砕・減容化等を行う施設

市町名
直接資源化量

処理量

(≒搬入量)直接焼却量
直接最終

処分量

焼却以外の

中間処理量

（画像：安元悠雅さんの作品）

安元 悠雅さん（大津市立平野小学校４年）の作品
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図－６ ごみ処理量の推移

平成16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

直 接 焼 却 量
焼却以外の中間処理量

直接資源化量

直接最終処分量

合 計

平成 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

直接焼却量 焼却以外の中間処理量 直接資源化量 直接最終処分量

処
理
量
（
万
ｔ
）

図－７ 最終処分量の推移

（t）

平成16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

直 接 最 終 処 分 量

中間処理・焼却処理後

最 終 処 分 量

合　　　　計

平成 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

最
終
処
分
量
（
万

）

直接最終処分量 中間処理・焼却処理後

最終処分量
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３ 資源化の状況

平成 年度の総資源化量は 、リサイクル率は ％となっています。

資源化量の内訳では直接資源化量、中間処理後再生利用量、集団回収量がほぼ ずつとなって

おり、そのうち中間処理後再生利用では、その他の資源化等を行う施設（資源ごみの圧縮・梱包施

設等）での資源化量が約半分を占めています。

また、資源化量の内訳では紙類が ％で約半分を占めています。

図－８　総資源化量とリサイクル率の推移

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

リ
サ
イ
ク
ル
率
（
％
）

総
資
源
化
量
（
万

）

直接資源化量 中間処理後再生利用量 集団回収量 リサイクル率

図－９　処理施設別資源化量の内訳(平成25年度)

資源化量

焼却施設

粗大ごみ処理施設

ごみ堆肥化施設

ごみ燃料化施設

その他の資源化等を行う施設

合      計

中

間

処

理

後

再

生

利

用

直　接　資　源　化

集　 団　 回 　収

焼却施設

粗大ごみ

処理施設
ごみ堆肥化

施設

ごみ燃料化

施設

その他の資源

化等を行う施設直接資源化

集団回収

種類 資源化量

紙

金 属

ガ ラ ス

ペ ッ トボ トル

プ ラ スチ ック

布 類

肥 料

溶 融 ス ラ グ

固 形 化 燃 料

そ の 他

合 計

図－10　資源化量の内訳(平成25年度)

紙

金属ガラス
ペットボトル

プラスチック

布類

肥料

溶融スラグ

固形化燃料 その他
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表－３ 市町別資源化量、リサイクル率 平成 年度

うち

外国人人口

外国人を

含まない場合

うち

集団回収量

（人） （人） （ｔ） (ｇ) (ｇ) （ｔ） （ｔ） （ｔ） （％）

大 津 市

彦 根 市

長 浜 市

近江八幡市

草 津 市

守 山 市

栗 東 市

甲 賀 市

野 洲 市

湖 南 市

高 島 市

東 近 江 市

米 原 市

日 野 町

竜 王 町

愛 荘 町

豊 郷 町

甲 良 町

多 賀 町

合 計

総人口 1人1日当たりごみ排出量 総資源化量
ごみ処理量 リサイクル率

市町名

ごみ
総排出量

（画像：小野葵衣さんの作品）

小野 葵衣さん（大津市立平野小学校４年）の作品
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表－４ 容器包装リサイクル法に基づく市町分別収集・再商品化の状況（平成 ・ 年度）

［平成 年度］

（ ｔ /年）

うち

引渡量

うち独自

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量

大 津 市 ― ― ― ― ― ― ― ―

彦 根 市 ― ― ― ―

近 江 八 幡 市 ― ― ― ―

草 津 市 ― ― ― ―

守 山 市 ― ― ― ―

栗 東 市

甲 賀 市 ― ― ― ―

野 洲 市 ― ― ― ―

湖 南 市 ― ― ― ―

高 島 市 ― ― ― ―

東 近 江 市 ― ― ― ―

日 野 町 ― ― ― ―

竜 王 町 ― ― ― ―

愛 荘 町 ― ― ― ―

豊 郷 町 ― ― ― ―

甲 良 町 ― ― ― ―

多 賀 町 ― ― ― ―

湖 北 広域 行政
事 務 セ ン タ ー

合 計

収集量
再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量

市町名

無色ガラス容器 茶色ガラス容器 その他ガラス容器 ペットボトル 紙製容器包装

収集量
再商品化

処理量

 

うち

引渡量

うち独自

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量

大 津 市 ― ― ― ― ― ―

彦 根 市 ― ― ― ―

近 江 八 幡 市 ― ― ― ―

草 津 市 ― ― ― ― ― ―

守 山 市 ― ― ― ―

栗 東 市 ― ― ― ―

甲 賀 市

野 洲 市 ― ― ― ― ― ―

湖 南 市

高 島 市 ― ― ― ―

東 近 江 市 ― ― ― ―

日 野 町 ― ― ― ―

竜 王 町 ― ― ― ―

愛 荘 町 ― ― ― ― ― ―

豊 郷 町 ― ― ― ― ― ―

甲 良 町 ― ― ― ― ― ― ― ―

多 賀 町 ― ― ― ― ― ―

湖北 広域 行政
事 務 セ ン タ ー

― ―

合 計

収集量
再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量

段ボール 合　　　計

市町名

プラスチック製容器包装 白色トレイ 鋼製容器包装 アルミ製容器包装 紙パック

収集量
再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量

（注1）湖北広域行政事務センター：長浜市、米原市

（注2）引渡量：容器包装リサイクル協会への引渡量（各ガラス容器、ペットボトル、紙製容器包装、プラスチック製容器包装、白色トレイのみ）

（注3）独自処理量：市町が独自に契約した処理業者による処理量

（注4）前年度からの保管残量等があるため、収集量と再商品化処理量は一致しない場合があります。  
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［平成 年度］

（ ｔ /年）

うち

引渡量

うち独自

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量

大 津 市 ― ― ― ― ― ― ― ―

彦 根 市 ― ― ― ―

近 江 八 幡 市 ― ― ― ―

草 津 市 ― ― ― ―

守 山 市 ― ― ― ―

栗 東 市

甲 賀 市 ― ― ― ―

野 洲 市 ― ― ― ―

湖 南 市 ― ― ― ―

高 島 市 ― ― ― ―

東 近 江 市 ― ― ― ―

日 野 町 ― ― ― ―

竜 王 町 ― ― ― ―

愛 荘 町 ― ― ― ―

豊 郷 町 ― ― ― ―

甲 良 町 ― ― ― ―

多 賀 町 ― ― ― ―

湖 北 広域 行政
事 務 セ ン タ ー

― ― ― ―

合 計

市町名

無色ガラス容器 茶色ガラス容器 その他ガラス容器 ペットボトル 紙製容器包装

収集量
再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量

大 津 市 ― ― ― ― ― ―

彦 根 市 ― ― ― ― ― ―

近 江 八 幡 市 ― ― ― ―

草 津 市 ― ― ― ― ― ―

守 山 市 ― ― ― ―

栗 東 市 ― ― ― ―

甲 賀 市 ― ― ― ―

野 洲 市 ― ― ― ― ― ―

湖 南 市

高 島 市 ― ― ― ―

東 近 江 市 ― ― ― ―

日 野 町 ― ― ― ―

竜 王 町 ― ― ― ―

愛 荘 町 ― ― ― ― ― ―

豊 郷 町 ― ― ― ― ― ―

甲 良 町 ― ― ― ― ― ― ― ―

多 賀 町 ― ― ― ― ― ―

湖北 広域 行政
事 務 セ ン タ ー

― ―

合 計

市町名

プラスチック製容器包装 白色トレイ 鋼製容器包装 アルミ製容器包装 紙パック

収集量
再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量

段ボール 合　　　計

収集量
再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量

（注3）独自処理量：市町が独自に契約した処理業者による処理量

（注4）前年度からの保管残量等があるため、収集量と再商品化処理量は一致しない場合があります。

収集量
再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量

（注1）湖北広域行政事務センター：長浜市、米原市

（注2）引渡量：容器包装リサイクル協会への引渡量（各ガラス容器、ペットボトル、紙製容器包装、プラスチック製容器包装、白色トレイのみ）
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表－４ 容器包装リサイクル法に基づく市町分別収集・再商品化の状況（平成 ・ 年度）

［平成 年度］

（ ｔ /年）

うち

引渡量

うち独自

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量
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竜 王 町 ― ― ― ―

愛 荘 町 ― ― ― ―

豊 郷 町 ― ― ― ―

甲 良 町 ― ― ― ―

多 賀 町 ― ― ― ―

湖 北 広域 行政
事 務 セ ン タ ー

合 計

収集量
再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量

市町名

無色ガラス容器 茶色ガラス容器 その他ガラス容器 ペットボトル 紙製容器包装

収集量
再商品化

処理量

 

うち

引渡量

うち独自

処理量

うち

引渡量

うち独自

処理量

大 津 市 ― ― ― ― ― ―
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収集量
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処理量
収集量
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収集量

再商品化
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収集量
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処理量
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処理量
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市町名

プラスチック製容器包装 白色トレイ 鋼製容器包装 アルミ製容器包装 紙パック

収集量
再商品化

処理量
収集量

再商品化

処理量

（注1）湖北広域行政事務センター：長浜市、米原市

（注2）引渡量：容器包装リサイクル協会への引渡量（各ガラス容器、ペットボトル、紙製容器包装、プラスチック製容器包装、白色トレイのみ）

（注3）独自処理量：市町が独自に契約した処理業者による処理量

（注4）前年度からの保管残量等があるため、収集量と再商品化処理量は一致しない場合があります。  
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平成13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
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●廃家電 品目の不法投棄状況

家電リサイクル法（平成 年 月施行）では、エアコン、テレビ（ブラウン管式テレビ、
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不
法
投
棄
回
収
台
数
（
台
）

平成 年度から、電気洗濯機に「電気衣類乾燥機」が、テレビに「液晶・プラズマ式テレビ」が追加されました。
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●レジ袋削減の取組

事業者、県民団体および行政で構成する「買い物ごみ減量推進フォーラムしが」では、買

い物に伴って生じるごみの減量や資源化の推進に取り組んでおり、一層のレジ袋の削減、マ

イバッグ等の利用を推進するため、平成 年 月に「滋賀県におけるレジ袋削減の取組に関

する協定」を締結し、同年 月より県域でレジ袋の無料配布中止等の取組を実施しています。

このレジ袋削減の取組は、ごみの減量や資源の節約という直接的な効果だけでなく、環境

保全に対する意識を高め、普段の生活の中で環境にやさしいライフスタイルを心がけていた

だくことを目指しています。取組の一環として、買い物に出かける時に限らず、外出の際に

はマイバッグを携帯する「マイバッグ携帯」の啓発活動を実施しており、レジ袋削減に関す

るさらなる取組の拡大を図っています。

◆協定締結者の役割

○事業者

【レジ袋無料配布中止実施事業者】

・ レジ袋辞退率 ％以上を目標に、レジ袋の無料配布を中止し、

マイバッグ等の持参を呼びかける。

・ レジ袋の有料販売による収益金が生じた場合は、環境保全活動や

地域・社会貢献活動等に還元する。

【レジ袋削減の取組実施事業者】

・ レジ袋辞退率 ％以上を目標に、マイバッグ等の持参を呼びかける等によりレジ袋の削減

に取り組む。

○団体

・ 自らがマイバッグ等の持参を実践するとともに、消費者にマイバッグ等の持参を呼びかける等

積極的に普及啓発を行う。

○行政

・ レジ袋削減の取組を広報するとともに、消費者にマイバッグ等の持参を呼びかける等積極的に

普及啓発を行う。

◆協定締結者 平成 年 月末時点

・レジ袋無料配布中止実施事業者： 者 店舗

・レジ袋削減取組実施事業者： 者 店舗

・団体： 団体

・行政： 市町および県

◆協定参加事業者の店舗におけるレジ袋平均辞退率

平成25年12月 平成26年3月 平成26年5月 平成26年12月 平成27年3月

レジ袋平均辞退率：全店舗のレジ袋辞退率（レジ袋辞退人数÷レジ通過人数× ）の

合計を全店舗数で割ったもの。
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●循環型社会の構築

廃棄物の処理においては、従来の「単に燃やして埋める」という「ごみ処理」から、「ごみ」

を「資源」として捉え、ごみの発生抑制や資源化を徹底的に行う循環型社会への転換を図っ

ていかなければなりません。このため、平成 年 月に「第三次滋賀県廃棄物処理計画」を

策定し、廃棄物の減量に関する目標やそのための進めるべき取組、県民・事業者・行政など

関係者の役割を取りまとめました。

市町では、既にごみの分別収集や資源化が進められていますが、さらに焼却施設から発生

する熱エネルギーを有効に活用するサーマルリサイクルを進めるなど、循環型社会の構築を

目指した取組が求められています。

また、平成 年 月に公布された改正容器包装リサイクル法では、質の高い分別収集・再

商品化を推進するために、再商品化の合理化に寄与した市町村に対して金銭を支払う仕組み

である「市町村への資金拠出制度」が創設されました（平成 年度から開始）。この仕組み

は、質の高い分別収集を行う市町村に対して、容器包装製造・利用事業者から資金が拠出さ

れるというものです。この仕組みにより、分別の質の向上、特に異物混入の多い「プラスチ

ック製容器包装」の質の向上が期待されています。

さらに、平成 年度 月には小型家電リサイクル法が施行され、デジタルカメラや携帯電

話など希少な金属を多く使用した小型家電製品の回収・リサイクルが始まりました。県内に

おいても、 市町で制度に基づくリサイクルが導入されているほか、 市町が環境省の採択

を受けた実証事業に参加するなど、その取組が広がりつつあります。

我々の生活を見直していけば、循環型社会の構築のためにできることは多くあります。今

後とも県民・事業者・行政などが一体となって、循環型社会を構築していく必要があります。
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●散在性ごみ対策

散在性ごみとは、投げ捨てにより公共の場所に散乱しているたばこの吸い殻、空き缶、ペット

ボトル、湖岸に放置されている釣り糸や釣り針等を指します。琵琶湖をかかえる本県においては、

これらの散在性ごみの多くが、降雨などによって大小の河川を通じて、琵琶湖に流れ込んでいま

す。それらが湖辺のごみとなり、美しい景観を損なうとともに、水鳥等の生物にも影響を及ぼし

ています。

こうしたことから、平成 年に「滋賀県ごみの散乱防止に関する条例（クリーン条例）」を制定

し、「ポイ捨てごみのない美しい湖国滋賀」を目指して、県民・事業者・行政が一体となって環境

美化活動等を実施するとともに、ポイ捨て防止のための普及啓発や意識高揚を図ってきました。

さらに平成 年には、環境美化監視員を設置し、より一層普及啓発と監視・パトロールを強化

するとともに、ポイ捨てごみの回収命令違反には 万円以下の罰金を設けて、取締り面でも強化

を図ってきました。

県内の散在性ごみの現状は、毎年実施される環境美化活動時の回収ごみ量をみると減少傾向に

ありますが、まだまだポイ捨てごみの多いところがあります。

このため、引き続き監視・パトロールを実施するとともに、パトロール車による啓発等を実施

し、また県民との協働による「淡海エコフォスター制度」により、地域の環境美化活動を支援す

ることで、ごみが捨てられない、ごみが捨てにくい環境づくりに努めています。

●淡海エコフォスター事業

道路や湖岸など公共的な場所の美化および保全のため、県民、事業者等が知事または市町長と

の合意に基づき、公共の場所の一定区間を愛情と責任を持って継続的にボランティアで美化清掃

し、環境美化に対する県民等の意識の高揚を図るとともに、ごみの散乱を防止し、県民等と行政

が一体となった地域活動を推進することを目的とする制度で、平成 年度から始まりました。

平成 年 月末現在の活動団体数は次のとおりです。

◆地域別 （単位：団体）

◆団体別

県管理地域小計 企業団体  86%

県庁直轄 住民団体  13%

南部環境事務所 そ の 他   1%

甲賀環境事務所

東近江環境事務所 ◆場所別

湖東環境事務所 道　路　　82%

湖北環境事務所 河　川　　14%

高島環境事務所 その他　　 4%

※平成27年12月末現在合　計

管　　内

市町管理地域小計

平成27年12月末現在平成26年12月末現在
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Ⅲ 一般廃棄物 生活排水処理の概要

生活排水は、炊事、洗濯、入浴等人の生活に伴い公共用水域に排出される水のことで、し尿に係る

ものと、それ以外の生活雑排水とに分けられます。生活排水の処理区分は図－ のとおりです。

一般廃棄物として収集されているのは、計画収集（汲み取り）し尿と、みなし浄化槽 ページ参

照 または浄化槽から発生する汚泥となります。

図－ 生活排水の処理区分

一般廃棄物として収集

浄化槽汚泥

未処理

下水道

　　　　浄化槽
(合併処理浄化槽・農業集落排
水施設・林業集落排水施設)

みなし浄化槽
(単独処理浄化槽)

計画収集
(汲み取り)

自家処理

し尿

生活雑排水

生活排水
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１ し尿処理の状況

平成 年度におけるし尿の収集量は生し尿が ℓ、浄化槽汚泥が ℓ、合計

ℓで、下水道の普及により収集量は減少傾向にあります。

し尿処理の状況をトイレの水洗化という観点から見ると、水洗化による方法（下水道、浄化槽）と

非水洗化による方法（市町等による生し尿の計画収集、住民による自家処理）における人口比率の推

移は図－ のとおりで、水洗化人口が年々増加しています。

なお、平成 年度の水洗化人口の比率が前年度の値に比べて ％とわずかに減少しているのは、

平成 年度から総人口に外国人人口を含むこととなったためです。

図－ し尿処理の状況 平成 年度

自家処理

し尿処理施設
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表－６ し尿処理における水洗化人口等の推移

図－ 水洗化人口と非水洗化人口比率の推移
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１ し尿処理の状況
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表－７ し尿処理の詳細
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計
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下水道投入
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その他

（kℓ）
計

(注1）平成15、19、23年度は閏年のため、1年を366日で計算しています。

(注2) 平成24年度から計画収集人口に外国人を含んでいます。
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２ 生活雑排水処理の状況

本県の生活雑排水処理率 総人口のうち生活雑排水を処理している人口の割合 は年々上昇してお

り、 平成 年度 平成 年 月末 では、下水道により ％、農業集落排水施設等により ％、

浄化槽により ％、合計 ％となっています。

図－ 生活雑排水処理率の推移
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（注）農業集落排水施設等には、林業集落排水施設を含んでいます。
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表－８ 市町別生活雑排水処理人口 平成 年度末現在

（人）

下水道
農業集落
排水施設

浄化槽
林業集落
排水施設

大津市

彦根市

長浜市

近江八幡市

草津市

守山市

栗東市

甲賀市

野洲市

湖南市

高島市

東近江市

米原市

日野町

竜王町

愛荘町

豊郷町

甲良町

多賀町

合計

生活雑排水
処理人口

総人口

(住民基本台帳人口)

市町名

（画像：深水鈴加さんの作品）

深水 鈴加さん（湖南市立甲西北中学校３年）の作品
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表－９ 生活雑排水処理の詳細

平成15年度末 平成16年度末 平成17年度末 平成18年度末

(人)

処 理 人 口 (人)

処 理 率 (％)

処 理 人 口 (人)

処 理 率 (％)

処 理 人 口 (人)

処 理 率 (％)

(％)

(人)

平成19年度末 平成20年度末 平成21年度末 平成22年度末

(人)

処 理 人 口 (人)

処 理 率 (％)

処 理 人 口 (人)

処 理 率 (％)

処 理 人 口 (人)

処 理 率 (％)

(％)

(人)

平成23年度末 平成24年度末 平成25年度末 平成26年度末

(人)

処 理 人 口 (人)

処 理 率 (％)

処 理 人 口 (人)

処 理 率 (％)

処 理 人 口 (人)

処 理 率 (％)

(％)

(人)

(注1) 農業集落排水施設等には、林業集落排水施設を含んでいます。

(注2) 平成24年度から計画収集人口に外国人を含んでいます。
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浄 化 槽

生 活 雑 排 水 処 理 率

（画像：川端天晴さんの作品）

川端 天晴さん（湖南市立甲西北中学校２年）の作品
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（画像：村井愛梨さんの作品）

村井 愛梨さん（近江八幡市立岡山小学校４年）の作品

●生活排水対策の推進

琵琶湖をはじめとする公共水域の水質汚濁防止のためには、生活排水をきれいな水に処理する

ことが必要です。

そこで、生活排水を処理できる施設として下水道、農業集落排水施設等、浄化槽の設置が進め

られています。平成 年度における生活排水処理施設の整備率（汚水処理人口普及率）の全国

平均（ただし、福島県を除く。）は ％で、本県は ％となっています。

生活排水処理施設の整備は、地域の特性に応じた適切な手法を選定する必要があります。下水

道については行政が計画的に整備を進めますが、下水道の計画区域外や整備まで長期間を要する

地域については、各家庭に下水道と同等の能力を持つ浄化槽の設置を推進することが必要です。 
そのため本県では、浄化槽の設置に関する補助制度を設けているほか、平成 年度に全国で初

めて条例により浄化槽の設置を義務付けました。平成 年度末現在、浄化槽の設置数は全県で

基となっています。今後は、設置後の維持管理の徹底等、課題への取組が必要です。 
なお、平成 年度まで浄化槽の一種とされてきたみなし浄化槽（単独処理浄化槽）は、し尿

のみを処理する施設であり、それ以外の汚水は未処理で排出してしまうことから、法改正により

平成 年度から新設が禁止されました。これにより、生活排水全てを処理できる合併処理浄化

槽のみが浄化槽と規定され、整備が進められています。
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Ⅳ 一般廃棄物 処理事業の概要

１ 一般廃棄物処理事業経費と有料化状況

平成 年度におけるごみ処理経費は 億円、し尿処理経費は 億円で、合計 億円となって

います。これを 人当たりの年間経費に換算すると約 円となります。

また、ごみ処理の有料化の状況は、家庭系可燃ごみ 直接搬入ごみを除く を有料化しているのは

市町で、無料としている 市町を上回っています。

図－ 一般廃棄物処理事業経費等の推移

（注） 平成24年度は総人口に外国人人口を含めて算出しています。

（注） 一般廃棄物処理事業経費には、処理・維持管理費（人件費、処理費、委託費等）、建設・改良費（工事費、調査費等）、その他（清掃事
       務所の整備に係る経費等）が含まれています。

（注） 一般廃棄物処理事業経費＝ごみ処理経費＋し尿処理経費
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（画像：村井愛梨さんの作品）

村井 愛梨さん（近江八幡市立岡山小学校４年）の作品
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Ⅳ 一般廃棄物 処理事業の概要

１ 一般廃棄物処理事業経費と有料化状況

平成 年度におけるごみ処理経費は 億円、し尿処理経費は 億円で、合計 億円となって

います。これを 人当たりの年間経費に換算すると約 円となります。
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（画像：村田樹音さんの作品）

村田 樹音さん（草津市立老上小学校４年）の作品
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表－ 市町別ごみ処理における有料化状況（直接搬入ごみ※ を除く）（平成 年 月末現在）

徴収方法 徴収方法

大 津 市 ○ ○ ○ ○ ○

彦 根 市 ○ ○ ○ ○ ○

長 浜 市 ○ Ａ ○ ○ ○ ※6 ○ ○

近江八幡市 ○ ○ ○ ※4 ○ ※4 ○

草 津 市 ○ Ｂ ○ Ｂ ○ ○ ○

守 山 市 ○ Ａ ○ Ａ ○ ○ ○

栗 東 市 ○ Ａ ○ Ａ ○ ○ ○

甲 賀 市 ○ Ａ ○ Ａ ○ ○ ○

野 洲 市 ○ Ａ ○ Ａ ○ ○ ○

湖 南 市 ○ Ａ ○ Ａ ○ ○ ○

高 島 市 ○ 　○ ※3 ○ ○ ○

東 近 江 市 ○ ○ ○ ○

米 原 市 ○ Ａ ○ ○ ○ ※6 ○ ○

日 野 町 ○ ○ ○

竜 王 町 ○ ○ 　○ ※5 ○

愛 荘 町 ○ Ａ ○ 　○ ※5 ○

豊 郷 町 ○ Ａ ○ ○ ○

甲 良 町 ○ Ａ ○ ○ ○

多 賀 町 ○ Ａ ○ ○ ○

合 計

　Ｂ ： 超過量従量型。排出量が一定量となるまでは手数料が無料であり、排出量が一定量を超えると排出者が排出量に応じて手数料を
　　　 負担する方式。

無料有料無料

《徴収方法》

　Ａ ： 単純従量型。排出量に応じて、排出者が手数料を負担する方式。単位ごみ量当たりの料金水準は、排出量に関わらず一定。

※1　直接搬入ごみ…住民や事業者によって、ごみ処理施設まで直接搬入されるごみ
※2　ペットボトル、白色トレイは除きます。
※3　分別収集を行っているのは、旧高島町地域のみ。平成28年4月以降は、全地域で実施予定。
※4　旧近江八幡市地域のみ申込みによる粗大ごみの収集を実施（有料）。旧安土町地域は拠点を設けて回収を実施（無料）。
      収集回数は品目によって異なります。
※5　1年間に2回、拠点を設けて回収を実施（無料）。それ以外は、排出者がごみ処理施設まで直接搬入（有料）。
※6　年間2回の集積所収集（無料）。戸別収集を実施（有料）（H27.10から)。

分別収集なし

家庭系資源ごみ
（プラスチック類）※2

有料

家庭系不燃ごみ

収集なし
直接搬入は有料

事業系可燃ごみ

有料

市町名

分別収集なし

分別収集なし

無料

家庭系粗大ごみ

無料 有料無料

家庭系可燃ごみ

分別収集なし

有料

分別収集なし

分別収集なし

分別収集なし

分別収集なし
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表－ 市町別ごみ処理における有料化状況（直接搬入ごみ※ を除く）（平成 年 月末現在）

徴収方法 徴収方法

大 津 市 ○ ○ ○ ○ ○

彦 根 市 ○ ○ ○ ○ ○

長 浜 市 ○ Ａ ○ ○ ○ ※6 ○ ○

近江八幡市 ○ ○ ○ ※4 ○ ※4 ○

草 津 市 ○ Ｂ ○ Ｂ ○ ○ ○

守 山 市 ○ Ａ ○ Ａ ○ ○ ○

栗 東 市 ○ Ａ ○ Ａ ○ ○ ○

甲 賀 市 ○ Ａ ○ Ａ ○ ○ ○

野 洲 市 ○ Ａ ○ Ａ ○ ○ ○

湖 南 市 ○ Ａ ○ Ａ ○ ○ ○

高 島 市 ○ 　○ ※3 ○ ○ ○

東 近 江 市 ○ ○ ○ ○

米 原 市 ○ Ａ ○ ○ ○ ※6 ○ ○

日 野 町 ○ ○ ○

竜 王 町 ○ ○ 　○ ※5 ○

愛 荘 町 ○ Ａ ○ 　○ ※5 ○

豊 郷 町 ○ Ａ ○ ○ ○

甲 良 町 ○ Ａ ○ ○ ○

多 賀 町 ○ Ａ ○ ○ ○

合 計

分別収集なし

有料

分別収集なし

分別収集なし

分別収集なし

分別収集なし

市町名

分別収集なし

分別収集なし

無料

家庭系粗大ごみ

無料 有料無料

家庭系可燃ごみ
家庭系資源ごみ

（プラスチック類）※2

有料

家庭系不燃ごみ

収集なし
直接搬入は有料

事業系可燃ごみ

有料

　Ｂ ： 超過量従量型。排出量が一定量となるまでは手数料が無料であり、排出量が一定量を超えると排出者が排出量に応じて手数料を
　　　 負担する方式。

無料有料無料

《徴収方法》

　Ａ ： 単純従量型。排出量に応じて、排出者が手数料を負担する方式。単位ごみ量当たりの料金水準は、排出量に関わらず一定。

※1　直接搬入ごみ…住民や事業者によって、ごみ処理施設まで直接搬入されるごみ
※2　ペットボトル、白色トレイは除きます。
※3　分別収集を行っているのは、旧高島町地域のみ。平成28年4月以降は、全地域で実施予定。
※4　旧近江八幡市地域のみ申込みによる粗大ごみの収集を実施（有料）。旧安土町地域は拠点を設けて回収を実施（無料）。
      収集回数は品目によって異なります。
※5　1年間に2回、拠点を設けて回収を実施（無料）。それ以外は、排出者がごみ処理施設まで直接搬入（有料）。
※6　年間2回の集積所収集（無料）。戸別収集を実施（有料）（H27.10から)。

分別収集なし

 

（画像：福田光彩さんの作品）

福田 光彩さん（長浜市立北中学校２年）の作品
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　Ａ ： 単純従量型。排出量に応じて、排出者が手数料を負担する方式。単位ごみ量当たりの料金水準は、排出量に関わらず一定。

※1　直接搬入ごみ…住民や事業者によって、ごみ処理施設まで直接搬入されるごみ
※2　ペットボトル、白色トレイは除きます。
※3　分別収集を行っているのは、旧高島町地域のみ。平成28年4月以降は、全地域で実施予定。
※4　旧近江八幡市地域のみ申込みによる粗大ごみの収集を実施（有料）。旧安土町地域は拠点を設けて回収を実施（無料）。
      収集回数は品目によって異なります。
※5　1年間に2回、拠点を設けて回収を実施（無料）。それ以外は、排出者がごみ処理施設まで直接搬入（有料）。
※6　年間2回の集積所収集（無料）。戸別収集を実施（有料）（H27.10から)。
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（画像：福田光彩さんの作品）

福田 光彩さん（長浜市立北中学校２年）の作品
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２ 事務組合の組織状況

複数市町が共同で事務を行うため組織された事務組合では、廃棄物処理をはじめとした様々な公共

サービスを地域住民に提供しています。

平成 年 月末現在、一般廃棄物処理事業を行う県内事務組合は 団体となっています。

表－ 事務組合一覧 平成 年 月末現在

事務組合名 設立年月日 郵便番号 所在地 電話番号 事業内容

長浜市八幡中山町200
事務局
　0749-62-7143
クリスタルプラザ
　0749-62-7141
(可燃ごみ、資源ごみ)

長浜市大依町1337
クリーンプラント
　0749-74-3377
(不燃ごみ、粗大ごみ)

長浜市湖北町海老江1049
第１プラント
　0749-79-0181
（し尿）

長浜市
米原市

長浜市西浅井町沓掛1313-1
伊香クリーンプラザ

（不燃ごみ、粗大ごみ）

長浜市（旧木之本町、
余呉町、西浅井町地域の
み）

八日市布引
ライフ組合

東近江市柴原南町1590 　0748-22-0465

東近江市(旧愛東町、

湖東町地域を除く)

近江八幡市旧安土町
地域（し尿のみ)

日野町　竜王町

○し尿の収集運搬・中間処理
　・残渣の処理

○火葬場

中部清掃組合 蒲生郡日野町北脇1-1 　0748-53-0155

東近江市(旧愛東町、
湖東町地域を除く)

近江八幡市（旧安土町
地域のみ）

日野町　竜王町

○ごみの中間処理、最終処分
　、残渣の処理及び施設建設
　の計画施行、資源化

甲賀市水口町水口6218
事務局
　0748-62-0056

甲賀市水口町水口6458
第１施設
　0748-62-0809

甲賀市水口町水口6677
第２施設
　0748-62-5454

犬上郡豊郷町大字八町500
豊楠苑（事務局）
　0749-35-4058

東近江市平柳町3-1
リバースセンター
　0749-45-0366

愛知郡広域行政
組合

東近江市小八木町16
(愛知郡広域行政組合庁舎３
階)

　0749-45-1416
東近江市（旧愛東町、

湖東町地域のみ）

愛荘町

○ごみの最終処分及び施設建
　設の計画施行
○上水道事業
○火葬場

栗東市小柿3-1-1
事務局
　077-551-2727

草津市集町404-1
環境衛生センター
　077-568-0251

犬上郡豊郷町大字四十九院 事務局
　0749-35-0015

彦根市　愛荘町
豊郷町　甲良町
多賀町

○新しいごみ処理施設の設置
　および管理運営に関する事
　務
○新たに設置する火葬場の設
　置および管理運営に関する
　事務

彦根市中山町381-1
中山投棄場
　0749-26-5250

彦根市　豊郷町
甲良町　多賀町

○火葬場の設置および管理運
　営に関する事務
○最終処分場の設置および管
　理運営に関する事務

管内市町

○し尿の収集運搬・中間処理
　・業の認可、施設建設の計
　画施行
○可燃ごみの中間処理並びに
　廃乾電池の処分及び施設の
　設置・運営・管理

東近江市（旧愛東町、

湖東町地域のみ）

愛荘町　豊郷町
甲良町　多賀町

草津市　守山市
栗東市　野洲市

甲賀広域行政
組合

○ごみの中間処理、残渣の処
　理及び施設建設の計画施行
○し尿の収集運搬・中間処理
　・残渣の処理、施設建設
　の計画施行
○消防事務
○市税の滞納整理
○火薬取締法に係る滋賀県
　知事の属する事務のうち、
　市町が処理することとされ
　た事務

甲賀市　湖南市

湖東広域衛生
管理組合

彦根愛知犬上
広域行政組合

湖北広域行政
事務センター

長浜市（旧木之本町、
余呉町、西浅井町地域を

除く）

米原市

○ごみの収集運搬・中間処理
　・最終処分、業の許可及び
　施設建設の計画施行、資源
　化

○し尿の収集運搬・中間処理
　・残渣の処理、業の許可及
　び施設建設の計画施行

○火葬場　霊柩車

湖南広域行政
組合

○し尿の収集運搬・中間処理
　・業の許可・残渣の処理、
　施設建設の計画施行
○消防事業
○第二次救急医療に関する事
　務
○火薬取締法に係る滋賀県知
　事の属する事務のうち、市
　町が処理することとされた
　事務
○休日急病診療所の設置およ
　び管理運営に関すること。
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３ 一般廃棄物処理施設等の整備状況

 焼却処理施設

表－ 焼却処理施設一覧 平成 年 月末現在

施設名称
処理能力
(t/日)

炉型式
使用開始

年度
余熱利用

状況

発電能力

総発電量
郵便番号 施設所在地 電話番号

① 大津市 大津市環境美化センター 全連続
場内温水
場外温水

大津市膳所上別保町

② 　〃
大津市北部クリーンセン
ター

全連続
場内温水
場外温水

大津市伊香立北在地町

③ 彦根市 彦根市清掃センター バッチ 彦根市野瀬町279-1

④ 近江八幡市
近江八幡市立第２クリーン
センター(休止中）

准連続 場内温水
近江八幡市北津田町

⑤ 草津市 草津市立クリーンセンター 准連続 草津市馬場町1200

⑥ 守山市 守山市環境センター 全連続 守山市幸津川町2845

⑦ 栗東市 栗東市環境センター 全連続
場内温水
場内蒸気
その他

栗東市六地蔵31

⑧ 野洲市 野洲クリーンセンター 全連続 野洲市大篠原3333-2

⑨ 高島市 高島市環境センター 全連続 場内温水
高島市今津町途中谷

⑩
湖北広域行政
事務センター

湖北広域行政事務センター
クリスタルプラザ

全連続
場内温水
その他

長浜市八幡中山町200

⑪ 　〃
湖北広域行政事務センター
伊香クリーンプラザ
(H25.5月～休止）

バッチ 場内温水
長浜市西浅井町沓掛

⑫ 中部清掃組合
中部清掃組合
日野清掃センター

全連続 場内発電 ※ 蒲生郡日野町北脇1-1

⑬
甲賀広域行政
組合

甲賀広域行政組合衛生セン
ター
第２施設

准連続 場内温水 甲賀市水口町水口6677

事業主体名

※ 中部清掃組合の総発電量：平成26年度実績
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３ 一般廃棄物処理施設等の整備状況

 焼却処理施設

表－ 焼却処理施設一覧 平成 年 月末現在

施設名称
処理能力
(t/日)

炉型式
使用開始

年度
余熱利用

状況

発電能力

総発電量
郵便番号 施設所在地 電話番号

① 大津市 大津市環境美化センター 全連続
場内温水
場外温水

大津市膳所上別保町

② 　〃
大津市北部クリーンセン
ター

全連続
場内温水
場外温水

大津市伊香立北在地町

③ 彦根市 彦根市清掃センター バッチ 彦根市野瀬町279-1

④ 近江八幡市
近江八幡市立第２クリーン
センター(休止中）

准連続 場内温水
近江八幡市北津田町

⑤ 草津市 草津市立クリーンセンター 准連続 草津市馬場町1200

⑥ 守山市 守山市環境センター 全連続 守山市幸津川町2845

⑦ 栗東市 栗東市環境センター 全連続
場内温水
場内蒸気
その他

栗東市六地蔵31

⑧ 野洲市 野洲クリーンセンター 全連続 野洲市大篠原3333-2

⑨ 高島市 高島市環境センター 全連続 場内温水
高島市今津町途中谷

⑩
湖北広域行政
事務センター

湖北広域行政事務センター
クリスタルプラザ

全連続
場内温水
その他

長浜市八幡中山町200

⑪ 　〃
湖北広域行政事務センター
伊香クリーンプラザ
(H25.5月～休止）

バッチ 場内温水
長浜市西浅井町沓掛

⑫ 中部清掃組合
中部清掃組合
日野清掃センター

全連続 場内発電 ※ 蒲生郡日野町北脇1-1

⑬
甲賀広域行政
組合

甲賀広域行政組合衛生セン
ター
第２施設

准連続 場内温水 甲賀市水口町水口6677

事業主体名

※ 中部清掃組合の総発電量：平成26年度実績

 - 28 - 

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨ ⑩
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⑬

図－ 焼却処理施設位置図 平成 年 月末現在

① 大津市環境美化センター

② 大津市北部クリーンセンター

③ 彦根市清掃センター

④ 近江八幡市立第２クリーンセンター

⑤ 草津市立クリーンセンター

⑥ 守山市環境センター

⑦ 栗東市環境センター

⑧ 野洲クリーンセンター

⑨ 高島市環境センター

⑩
湖北広域行政事務センター
クリスタルプラザ

⑪
湖北広域行政事務センター
伊香クリーンプラザ

⑫ 中部清掃組合　日野清掃センター

⑬ 甲賀広域行政組合
衛生センター第２施設
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表－ 焼却施設ダイオキシン類自主検査測定結果一覧 平成 年度測定結果

排出ガス
測定結果

ダイオキシン類
排出基準 試料採取日

１ 号 炉

２ 号 炉

１ 号 炉

２ 号 炉

１ 号 炉

２ 号 炉

３ 号 炉

１ 号 炉 （休止中） H24.4休止

２ 号 炉 （休止中） H24.4休止

１ 号 炉

２ 号 炉

３ 号 炉

A　　炉

B　　炉

１ 号 炉

２ 号 炉

１ 号 炉

２ 号 炉

１ 号 炉

２ 号 炉

１ 号 炉

２ 号 炉

１ 号 炉 （休止中） H25.5休止

２ 号 炉 （休止中） H25.5休止

１ 号 炉

２ 号 炉

３ 号 炉

１ 号 炉

２ 号 炉

10（休止中）

野洲クリーンセンター

湖北広域行政事務センター
伊香クリーンプラザ

近江八幡市立
第２クリーンセンター

大津市北部クリーンセンター

草津市立クリーンセンター

施設名称

大津市環境美化センター

彦根市清掃センター

守山市環境センター

湖北広域行政事務センター
クリスタルプラザ

栗東市環境センター

（休止中）

３ 号 炉

甲賀広域行政組合
衛生センター第２施設

中部清掃組合
日野清掃センター

高島市環境センター
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●ダイオキシン類削減対策の推進

平成 年度の廃棄物処理法施行令および施行規則の改正により、廃棄物焼却施設等から排出

されるダイオキシン類の排出濃度基準の設定、焼却施設の構造・維持管理基準の強化等が図ら

れました。既存の焼却施設については、これら基準が段階的に適用されてきましたが、平成

年 月から完全施行（ 年規制）されました。

県では、稼働中の廃棄物焼却施設について、立入検査や排出ガスについての行政検査を順次

行い、基準適合状況を確認しています。

平成 年度は 施設で排ガス行政検査を実施しましたが、うち１施設で排出基準を超過し

ていました。

排出基準を超過した施設に対しては速やかに使用の停止および改善を命じ、改善後に再度行

政検査を行い基準に適合していることを確認しています。

廃棄物処理法に基づく許可・届出等施設

区分

平成 年度末現在

許可（届出）施設数

一 般 廃 棄 物 焼 却 施 設 ※

産 業 廃 棄 物 焼 却 施 設 ※

その他の産業廃棄物焼却施設 ※

※ 市町等が設置する家庭ごみ等の焼却施設

※ 汚泥、廃油、廃プラスチック類等の処理能力が、一定規模以上の産業廃棄物焼却施設

※ 上記の許可（届出）の対象とならない施設で、産業廃棄物中間処理業者が設置するもの

（画像：木谷おうきさんの作品）

木谷 おうきさん（長浜市立永原小学校３年）の作品
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表－ 焼却施設ダイオキシン類自主検査測定結果一覧 平成 年度測定結果

排出ガス
測定結果

ダイオキシン類
排出基準 試料採取日

１ 号 炉

２ 号 炉

１ 号 炉

２ 号 炉

１ 号 炉

２ 号 炉

３ 号 炉

１ 号 炉 （休止中） H24.4休止

２ 号 炉 （休止中） H24.4休止

１ 号 炉

２ 号 炉

３ 号 炉

A　　炉

B　　炉

１ 号 炉

２ 号 炉

１ 号 炉

２ 号 炉

１ 号 炉

２ 号 炉

１ 号 炉

２ 号 炉

１ 号 炉 （休止中） H25.5休止

２ 号 炉 （休止中） H25.5休止

１ 号 炉

２ 号 炉

３ 号 炉

１ 号 炉

２ 号 炉

10（休止中）

野洲クリーンセンター

湖北広域行政事務センター
伊香クリーンプラザ

近江八幡市立
第２クリーンセンター

大津市北部クリーンセンター

草津市立クリーンセンター

施設名称

大津市環境美化センター

彦根市清掃センター

守山市環境センター

湖北広域行政事務センター
クリスタルプラザ

栗東市環境センター

（休止中）

３ 号 炉

甲賀広域行政組合
衛生センター第２施設

中部清掃組合
日野清掃センター

高島市環境センター
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再資源化施設、粗大・不燃物処理施設等

表－ 再資源化施設、粗大・不燃物処理施設等一覧 平成 年 月末現在

施設名称 処理対象廃棄物 処理方式
使用開始
年度

郵便番号 施設所在地 電話番号

① 大津市
大津市北部クリーンセンター
(粗大ごみ処理施設)

不燃ごみ 大型ごみ 直接搬入ごみ
資源ごみ（缶、ビン、ペットボトル）

選別
破砕・圧縮

大津市伊香立北在地町

  〃
大津市北部クリーンセンター
(プラスチック容器資源化施設)

プラスチック製容器包装類
選別
圧縮・梱包

〃 〃 〃

  〃
大津市北部クリーンセンター
(北部廃棄物最終処分場)

資源ごみ（ビン） 選別
大津市伊香立下龍華町

②   〃
大津市大津クリーンセンター
（再資源化施設）

直接搬入ごみ 金属類 ガラス類
ペットボトル

選別
圧縮・梱包

大津市大石中6-5-1

  〃
大津市大津クリーンセンター
(粗大ごみ処理施設)

粗大ごみ 不燃ごみ 破砕 〃 〃 〃

③ 彦根市
彦根市清掃センター
(粗大ごみ処理場)

粗大ごみ 直接搬入ごみ 破砕・選別 彦根市野瀬町279-1

  〃
彦根市清掃センター
(びん選別装置)

ガラス類 選別 〃 〃 〃

  〃
彦根市清掃センター
(缶選別圧縮装置)

金属類
選別
その他

〃 〃 〃

  〃
彦根市清掃センター
(ペットボトル圧縮梱包装置)

ペットボトル 圧縮・梱包 〃 〃 〃

  〃
彦根市清掃センター
(プラスチックごみ減容装置)

不燃ごみ 熱風溶融圧縮 彦根市開出今町1330 〃

④ 近江八幡市
近江八幡市立
第２クリーンセンター（休止中）
(粗大ごみ処理施設)

不燃ごみ 粗大ごみ 直接搬入ごみ
資源ごみ

破砕
近江八幡市北津田町

  〃
近江八幡市立
第２クリーンセンター
(資源ごみ処理施設)

紙類 金属類 ペットボトル 圧縮・梱包 〃 〃 〃

⑤ 草津市
草津市立クリーンセンター
(破砕ごみ処理施設)

粗大ごみ その他 破砕 草津市馬場町1200

  〃
草津市立クリーンセンター
(金属処理施設)

金属類
選別
圧縮

〃 〃 〃 〃

  〃
草津市立クリーンセンター
(ペットボトル圧縮梱包施設)

ペットボトル
選別
圧縮・梱包

〃 〃 〃

  〃
草津市立クリーンセンター
(プラスチック圧縮梱包処理施設)

プラスチック
選別
圧縮・梱包

〃 〃 〃

⑥ 守山市
守山市環境センター
(粗大ごみ処理施設)

不燃ごみ 粗大ごみ
直接搬入ごみ 資源ごみ その他

破砕・圧縮 守山市幸津川町2845

  〃
守山市環境センター
(アルミセパレーター)

金属類 選別 〃 〃 〃

  〃
守山市環境センター
(プラスチック類圧縮減容梱包機)

ペットボトル プラスチック 圧縮・梱包 〃 〃 〃

⑦ 栗東市 栗東市環境センター 粗大ごみ 直接搬入ごみ 資源ごみ 破砕 栗東市六地蔵31

  〃 　　　　〃
紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル
プラスチック 布類 直接搬入ごみ
事業系生ごみ その他

選別
圧縮・梱包
ごみ堆肥化

〃 〃 〃 〃

⑧ 野洲市
野洲クリーンセンター
(粗大ごみ処理施設)

粗大ごみ 直接搬入ごみ 不燃ごみ 破砕・圧縮 野洲市大篠原3333-2

  〃
野洲クリーンセンター
(資源化施設)

ペットボトル プラスチック
選別
圧縮・梱包

〃 〃 〃

⑨ 湖南市 湖南市リサイクルプラザ 不燃ごみ 粗大ごみ 破砕・選別 湖南市岩根136

  〃 　　　　〃 ペットボトル 圧縮・梱包 〃 〃 〃 〃

  〃 　　　　〃 金属類 圧縮 〃 〃 〃 〃

⑩ 高島市 高島市環境センター 粗大ごみ 破砕・圧縮
高島市今津町途中谷
236番地

  〃 　　　　〃
紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル
プラスチック 布類 その他資源ごみ

選別
圧縮・梱包

〃 〃 〃 〃

⑪
湖北広域行政
事務センター

湖北広域行政事務センター
クリーンプラント

不燃ごみ 粗大ごみ 直接搬入ごみ 破砕 長浜市大依町1337

⑫   〃
湖北広域行政事務センター
クリスタルプラザ
(リサイクルプラザ)

プラスチック製容器包装　資源ごみ
可燃性粗大ごみ

選別
圧縮・梱包
その他

長浜市八幡中山町200

⑬   〃
湖北広域行政事務センター
伊香クリーンプラザ

不燃ごみ 粗大ごみ 直接搬入ごみ
資源ごみ

破砕・圧縮
長浜市西浅井町沓掛

  〃 　　　　〃
直接搬入ごみ 金属類 ガラス類
ペットボトル 発泡スチロール

選別
圧縮・梱包

〃 〃 〃 〃

⑭ 中部清掃組合
中部清掃組合
粗大ごみ処理施設

不燃ごみ 粗大ごみ 直接搬入ごみ
資源ごみ

破砕・圧縮 東近江市種町528

  〃
中部清掃組合
能登川リサイクルセンター

ペットボトル 圧縮・梱包 〃 〃 〃

⑮   〃
中部清掃組合
日野清掃センター
リサイクルセンター

紙類 プラスチック その他資源ごみ
圧縮・梱包
その他

蒲生郡日野町北脇

⑯
湖東広域衛生
管理組合

湖東広域衛生管理組合
リバースセンター

可燃ごみ 直接搬入ごみ ごみ燃料化 東近江市平柳町3-1

処理能力
(t/日)

事業主体名
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑬

⑪

⑮

⑫

⑭

⑯

図－ 再資源化施設、粗大・不燃物処理施設等位置図 平成 年 月末現在

① 大津市北部クリーンセンター ⑫
② 大津市大津クリーンセンター
③ 彦根市清掃センター ⑬
④ 近江八幡市立第２クリーンセンター
⑤ 草津市立クリーンセンター ⑭
⑥ 守山市環境センター
⑦ 栗東市環境センター
⑧ 野洲クリーンセンター ⑮
⑨ 湖南市リサイクルプラザ
⑩ 高島市環境センター
⑪ ⑯湖北広域行政事務センター

クリーンプラント

中部清掃組合
日野清掃センター
リサイクルセンター

湖東広域衛生管理組合
リバースセンター

湖北広域行政事務センター
クリスタルプラザ(リサイクルプラザ)

中部清掃組合
粗大ごみ処理施設
能登川リサイクルセンター

湖北広域行政事務センター
伊香クリーンプラザ
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再資源化施設、粗大・不燃物処理施設等

表－ 再資源化施設、粗大・不燃物処理施設等一覧 平成 年 月末現在

施設名称 処理対象廃棄物 処理方式
使用開始
年度

郵便番号 施設所在地 電話番号

① 大津市
大津市北部クリーンセンター
(粗大ごみ処理施設)

不燃ごみ 大型ごみ 直接搬入ごみ
資源ごみ（缶、ビン、ペットボトル）

選別
破砕・圧縮

大津市伊香立北在地町

  〃
大津市北部クリーンセンター
(プラスチック容器資源化施設)

プラスチック製容器包装類
選別
圧縮・梱包

〃 〃 〃

  〃
大津市北部クリーンセンター
(北部廃棄物最終処分場)

資源ごみ（ビン） 選別
大津市伊香立下龍華町

②   〃
大津市大津クリーンセンター
（再資源化施設）

直接搬入ごみ 金属類 ガラス類
ペットボトル

選別
圧縮・梱包

大津市大石中6-5-1

  〃
大津市大津クリーンセンター
(粗大ごみ処理施設)

粗大ごみ 不燃ごみ 破砕 〃 〃 〃

③ 彦根市
彦根市清掃センター
(粗大ごみ処理場)

粗大ごみ 直接搬入ごみ 破砕・選別 彦根市野瀬町279-1

  〃
彦根市清掃センター
(びん選別装置)

ガラス類 選別 〃 〃 〃

  〃
彦根市清掃センター
(缶選別圧縮装置)

金属類
選別
その他

〃 〃 〃

  〃
彦根市清掃センター
(ペットボトル圧縮梱包装置)

ペットボトル 圧縮・梱包 〃 〃 〃

  〃
彦根市清掃センター
(プラスチックごみ減容装置)

不燃ごみ 熱風溶融圧縮 彦根市開出今町1330 〃

④ 近江八幡市
近江八幡市立
第２クリーンセンター（休止中）
(粗大ごみ処理施設)

不燃ごみ 粗大ごみ 直接搬入ごみ
資源ごみ

破砕
近江八幡市北津田町

  〃
近江八幡市立
第２クリーンセンター
(資源ごみ処理施設)

紙類 金属類 ペットボトル 圧縮・梱包 〃 〃 〃

⑤ 草津市
草津市立クリーンセンター
(破砕ごみ処理施設)

粗大ごみ その他 破砕 草津市馬場町1200

  〃
草津市立クリーンセンター
(金属処理施設)

金属類
選別
圧縮

〃 〃 〃 〃

  〃
草津市立クリーンセンター
(ペットボトル圧縮梱包施設)

ペットボトル
選別
圧縮・梱包

〃 〃 〃

  〃
草津市立クリーンセンター
(プラスチック圧縮梱包処理施設)

プラスチック
選別
圧縮・梱包

〃 〃 〃

⑥ 守山市
守山市環境センター
(粗大ごみ処理施設)

不燃ごみ 粗大ごみ
直接搬入ごみ 資源ごみ その他

破砕・圧縮 守山市幸津川町2845

  〃
守山市環境センター
(アルミセパレーター)

金属類 選別 〃 〃 〃

  〃
守山市環境センター
(プラスチック類圧縮減容梱包機)

ペットボトル プラスチック 圧縮・梱包 〃 〃 〃

⑦ 栗東市 栗東市環境センター 粗大ごみ 直接搬入ごみ 資源ごみ 破砕 栗東市六地蔵31

  〃 　　　　〃
紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル
プラスチック 布類 直接搬入ごみ
事業系生ごみ その他

選別
圧縮・梱包
ごみ堆肥化

〃 〃 〃 〃

⑧ 野洲市
野洲クリーンセンター
(粗大ごみ処理施設)

粗大ごみ 直接搬入ごみ 不燃ごみ 破砕・圧縮 野洲市大篠原3333-2

  〃
野洲クリーンセンター
(資源化施設)

ペットボトル プラスチック
選別
圧縮・梱包

〃 〃 〃

⑨ 湖南市 湖南市リサイクルプラザ 不燃ごみ 粗大ごみ 破砕・選別 湖南市岩根136

  〃 　　　　〃 ペットボトル 圧縮・梱包 〃 〃 〃 〃

  〃 　　　　〃 金属類 圧縮 〃 〃 〃 〃

⑩ 高島市 高島市環境センター 粗大ごみ 破砕・圧縮
高島市今津町途中谷
236番地

  〃 　　　　〃
紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル
プラスチック 布類 その他資源ごみ

選別
圧縮・梱包

〃 〃 〃 〃

⑪
湖北広域行政
事務センター

湖北広域行政事務センター
クリーンプラント

不燃ごみ 粗大ごみ 直接搬入ごみ 破砕 長浜市大依町1337

⑫   〃
湖北広域行政事務センター
クリスタルプラザ
(リサイクルプラザ)

プラスチック製容器包装　資源ごみ
可燃性粗大ごみ

選別
圧縮・梱包
その他

長浜市八幡中山町200

⑬   〃
湖北広域行政事務センター
伊香クリーンプラザ

不燃ごみ 粗大ごみ 直接搬入ごみ
資源ごみ

破砕・圧縮
長浜市西浅井町沓掛

  〃 　　　　〃
直接搬入ごみ 金属類 ガラス類
ペットボトル 発泡スチロール

選別
圧縮・梱包

〃 〃 〃 〃

⑭ 中部清掃組合
中部清掃組合
粗大ごみ処理施設

不燃ごみ 粗大ごみ 直接搬入ごみ
資源ごみ

破砕・圧縮 東近江市種町528

  〃
中部清掃組合
能登川リサイクルセンター

ペットボトル 圧縮・梱包 〃 〃 〃

⑮   〃
中部清掃組合
日野清掃センター
リサイクルセンター

紙類 プラスチック その他資源ごみ
圧縮・梱包
その他

蒲生郡日野町北脇

⑯
湖東広域衛生
管理組合

湖東広域衛生管理組合
リバースセンター

可燃ごみ 直接搬入ごみ ごみ燃料化 東近江市平柳町3-1

処理能力
(t/日)

事業主体名
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埋立処分地

表－ 埋立処分地一覧 平成 年 月末現在

事業主体名 施設名称
埋立地面積 全体容積

平成26年度
埋立実績量

平成26年度末
残余容量

埋立
場所

埋立開始
年度

遮水工
浸出水
処理施設

大津市 大田廃棄物最終処分場 山間 有 有

　〃
大津市北部廃棄物
最終処分場増設２期

山間 有 有

　〃
大津クリーンセンター廃棄物最終
処分場

山間 有 有

近江八幡市
近江八幡市立一般廃棄物
最終処分場

平地 有 有

守山市
守山市一般廃棄物
最終処分場

平地 有 有

栗東市 岡最終処分場 平地 有 有

甲賀市 信楽不燃物処理場 山間 有 有

野洲市 蓮池の里第二処分場 平地 有 有

高島市 今津不燃物処理場 山間 有 有

　〃 朽木不燃物処理場 山間 有 有

　〃 高島横山不燃物処理場 山間 有 有

　〃 新旭不燃物処理場 山間 有 有

東近江市
東近江市一般廃棄物
最終処分場

平地 無 無

湖北広域行政
事務センター

湖北広域行政事務センター
クリーンプラント
H27.3.31埋立完了

山間 有 有

　〃
湖北広域行政事務センター
ウイングプラザ
H27.4.1供用開始

山間 有 有

　〃
余呉一般廃棄物
最終処分場

山間 有 有

中部清掃組合
安土一般廃棄物
最終処分場

平地 有 有

愛知郡広域
行政組合

愛知郡広域行政組合
ガレキ処分場

山間 無 無

彦根愛知犬上広
域行政組合

中山投棄場 山間 有 有
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埋立処分地

表－ 埋立処分地一覧 平成 年 月末現在

事業主体名 施設名称
埋立地面積 全体容積

平成26年度
埋立実績量

平成26年度末
残余容量

埋立
場所

埋立開始
年度

遮水工
浸出水
処理施設

大津市 大田廃棄物最終処分場 山間 有 有

　〃
大津市北部廃棄物
最終処分場増設２期

山間 有 有

　〃
大津クリーンセンター廃棄物最終
処分場

山間 有 有

近江八幡市
近江八幡市立一般廃棄物
最終処分場

平地 有 有

守山市
守山市一般廃棄物
最終処分場

平地 有 有

栗東市 岡最終処分場 平地 有 有

甲賀市 信楽不燃物処理場 山間 有 有

野洲市 蓮池の里第二処分場 平地 有 有

高島市 今津不燃物処理場 山間 有 有

　〃 朽木不燃物処理場 山間 有 有

　〃 高島横山不燃物処理場 山間 有 有

　〃 新旭不燃物処理場 山間 有 有

東近江市
東近江市一般廃棄物
最終処分場

平地 無 無

湖北広域行政
事務センター

湖北広域行政事務センター
クリーンプラント
H27.3.31埋立完了

山間 有 有

　〃
湖北広域行政事務センター
ウイングプラザ
H27.4.1供用開始

山間 有 有

　〃
余呉一般廃棄物
最終処分場

山間 有 有

中部清掃組合
安土一般廃棄物
最終処分場

平地 有 有

愛知郡広域
行政組合

愛知郡広域行政組合
ガレキ処分場

山間 無 無

彦根愛知犬上広
域行政組合

中山投棄場 山間 有 有
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①

④

⑥

⑤

②

③

⑨

⑦

⑧

⑩

図－ し尿処理施設位置図 平成 年 月末現在

① 大津市南部衛生プラント

② 大津市志賀衛生プラント

③ 彦根市衛生処理場

④ 第１クリーンセンター

⑤ 高島市衛生センター

⑥ 湖北広域行政事務センター
第１プラント

⑦ 八日市布引ライフ組合
衛生センター

⑧ 甲賀広域行政組合
衛生センター第１施設

⑨ 湖東広域衛生管理組合
豊楠苑

⑩ 湖南広域行政組合
環境衛生センター
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浄化槽

みなし浄化槽（単独処理浄化槽）を含めた浄化槽の設置数は図－ のとおりで、平成 年度から

減少しており、平成 年度末現在 基となっています。なお、みなし浄化槽については、平成

年度から新設はありません。

図－ 浄化槽設置基数の推移

図－ 浄化槽新規設置基数の推移

平成 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

基数

全基数

浄化槽

浄化槽

平成 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

基数

全基数

みなし浄化槽

浄化槽
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表－ 市町別 県費補助による合併処理浄化槽新規設置基数の推移

(基数)

　　　 年度
市町名

平成
16年度

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

大 津 市

彦 根 市

長 浜 市

近 江 八 幡 市

草 津 市

守 山 市

栗 東 市

甲 賀 市

野 洲 市

湖 南 市

高 島 市

東 近 江 市

米 原 市

日 野 町

竜 王 町

愛 荘 町

豊 郷 町

甲 良 町

多 賀 町

合 計

県費補助金(千円)
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Ⅴ 産業廃棄物の概要

１ 産業廃棄物の排出量

産業廃棄物の総排出量

平成 年度における産業廃棄物の総排出量は 千 となっており、前年度に比べ増加して

います。このうち、建設業が 千 で最も多く、次いで水道業（下水道業を含む）が 千 、

製造業が 千 となっています。

図－ 産業廃棄物の総排出量の推移

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

総
排
出
量
（
万

）

その他

農業

水道業

鉱業

建設業

製造業
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表－ 市町別 県費補助による合併処理浄化槽新規設置基数の推移

(基数)

　　　 年度
市町名

平成
16年度

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

大 津 市

彦 根 市

長 浜 市

近 江 八 幡 市

草 津 市

守 山 市

栗 東 市

甲 賀 市

野 洲 市

湖 南 市

高 島 市

東 近 江 市

米 原 市

日 野 町

竜 王 町

愛 荘 町

豊 郷 町

甲 良 町

多 賀 町

合 計

県費補助金(千円)
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産業廃棄物の種類別排出量

平成 年度の総排出量を廃棄物の種類別にみると、汚泥が 千 で最も多く、次いで、が

れき類が 千 となっています。

表－ 産業廃棄物の業種別・種類別の総排出量（平成 年度）

（千t）

構成比

燃え殻

廃油

廃酸

廃アルカリ

廃プラスチック類

紙くず

木くず

繊維くず

動植物性残さ

ゴムくず

金属くず

ガラス陶磁器くず

鉱さい

がれき類

ばいじん

家畜ふん尿

家畜の死体

その他の産業廃棄物

合計

(    )内の数値は、汚泥を事業所内での脱水後の汚泥量で捉えたもの。

汚泥

その他水道業製造業建設業鉱業農業前年度合計

図－ ごみの種類別排出量の内訳（平成 年度）

汚泥

がれき類

家畜ふん尿

廃プラスチック類

ガラス陶磁器くず

その他

ガラス陶磁器くず
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２ 産業廃棄物の処理状況

産業廃棄物の処理状況をみると、総排出量 千 のうち、 ％に当たる 千 が排出事

業者または産業廃棄物処理業者で脱水、焼却等の中間処理が行われ、そのうち 千 （ ％）

が減量化されています。また、総排出量の ％に当たる 千 が再生利用され、 ％に当た

る 千 が最終処分されています。

産業廃棄物の種類別の処理率をみると、再生利用率はがれき類や家畜ふん尿、鉱さい等において高

くなっています。

図－ 県内で発生する産業廃棄物の処理状況（平成 年度）

直接再生利用量 再生利用量

73千t 1,772千t

<76千t> 処理後再生利用量 <1,719千t>

総排出量 処理残さ量 1,700千t

3,660千t 1,751千t

中間処理量 <1,643千t>

<3,602千t> 3,559千t <1,701千t>
処理後最終処分量

<3,499千t> 減量化量 51千t

1,809千t

<58千t>

<1,797千t>

直接最終処分量 最終処分量

28千t 79千t

<27千t> ＜　＞内は、前年度値 <85千t>  

図－ 産業廃棄物処理量の推移

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

総
排
出
量
（
万

）

再生利用量

減量化量

最終処分量
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産業廃棄物の種類別排出量

平成 年度の総排出量を廃棄物の種類別にみると、汚泥が 千 で最も多く、次いで、が

れき類が 千 となっています。

表－ 産業廃棄物の業種別・種類別の総排出量（平成 年度）

（千t）

構成比

燃え殻

廃油

廃酸

廃アルカリ

廃プラスチック類

紙くず

木くず

繊維くず

動植物性残さ

ゴムくず

金属くず

ガラス陶磁器くず

鉱さい

がれき類

ばいじん

家畜ふん尿

家畜の死体

その他の産業廃棄物

合計

(    )内の数値は、汚泥を事業所内での脱水後の汚泥量で捉えたもの。

汚泥

その他水道業製造業建設業鉱業農業前年度合計

図－ ごみの種類別排出量の内訳（平成 年度）

汚泥

がれき類

家畜ふん尿

廃プラスチック類

ガラス陶磁器くず

その他

ガラス陶磁器くず
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●リサイクル製品認定制度

循環型社会づくりを進めるためには、ごみの発生抑制や再使用を進めることが不可欠で

す。一方、製造過程で発生する副産物や排出される廃棄物を資源としてリサイクルし、製造

された製品が広く利用されることも必要です。

このため、リサイクル製品の普及と利用拡大を図ることを目的に、主に県内で発生するこ

れらの資源を原料として製造・加工され、一定基準を満たすリサイクル製品を県が認定する

「リサイクル製品認定制度」を平成 年 月に創設しました。平成 年 月末現在の認

定製品は 製品となっています。

●滋賀県産業廃棄物税条例

滋賀県では循環型社会の構築に向け、産業廃棄物の発生抑制や資源化の取組を進めていま

すが、この一環として、平成 年 月に滋賀県産業廃棄物税条例を施行しました。

これは、滋賀県内の中間処理施設や最終処分場に産業廃棄物を一定量を超えて搬入した事

業者に税金を納付していただくもので、この税収は、①産業廃棄物の減量化の推進 ②資源

化施設等の整備推進 ③産業廃棄物処理情報の共有化の推進 ④不法投棄のない社会構築

の推進の４つの目的に資する事業に充てることとしております。

これまでに、上記の「リサイクル製品認定事業」や、排出事業者等の産業廃棄物の発生抑

制や資源化に係る施設の整備や研究開発に対し補助を行う「産業廃棄物減量化支援事業」な

どを本税収を用いて実施しています。

●電子マニフェスト

排出事業者が産業廃棄物の処理を他人に委託する場合、産業廃棄物の種類、数量、収集運搬

業者名、処分業者名などを記載した産業廃棄物管理票（以下、マニフェストという。）を交付し、

報告を受けることで適正に処理されたことを把握・管理する制度のことを「産業廃棄物管理票

制度（マニフェスト制度）」といいます。

このマニフェストを電子化し、排出事業者、収集運搬業者、処分業者の３者が情報処理セン

ターを介したネットワーク内で情報共有し、事務処理の効率化ができる仕組みが電子マニフェ

ストです。

滋賀県では、この電子マニフェストを促進しており、平成 年度における県内の電子マニフ

ェスト利用率は ％となっています。
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３ 産業廃棄物処理業者の状況

収集運搬業者の収集運搬量

産業廃棄物処理業者から提出される実績報告によると、平成 年度に収集運搬業者が排出事業

者から委託を受けて行った産業廃棄物の収集運搬量は となりました。なお、県外への

運搬・処分、県外から県内への運搬・処分があるため、中間処理・最終処分の合算値と収集運搬し

た産業廃棄物量とは一致しません。

中間処理施設での処理状況

平成 年度における県内の中間処理施設による処理量は であり、このうち民間の排

出事業者・処理業者による処理が と ％を占めています。

また、処理された廃棄物の種類別では、がれき類が 、汚泥が であり、これ

らで全体の ％を占めています。

表－ 中間処理施設での処理量 平成 年度

（t）

設置主体

廃棄物名 排出事業者 処理業者 排出事業者 処理業者

脱水

乾燥

焼却

その他

油水分離

焼却

その他

焼却

破砕

その他

※公共には、公共関与の処理業者分を含みます。

紙くず

その他の廃棄物

民間

合計

木くず

合計

廃酸・廃アルカリ

廃プラスチック類

汚泥

がれき類

廃油

公共
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最終処分場での処理状況

平成 年度における県内の最終処分場による処理量は でした。

表－ 最終処分場での処理量 平成 年度

（t）

設置主体

施設の種類 排出事業者 処理業者 排出事業者 処理業者

安定型

管理型

合計

合計

民間 公共

（画像：蘆原桃花さんの作品）

蘆原 桃花さん（守山市立守山中学校３年）の作品
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３ 産業廃棄物処理業者の状況

収集運搬業者の収集運搬量

産業廃棄物処理業者から提出される実績報告によると、平成 年度に収集運搬業者が排出事業

者から委託を受けて行った産業廃棄物の収集運搬量は となりました。なお、県外への

運搬・処分、県外から県内への運搬・処分があるため、中間処理・最終処分の合算値と収集運搬し

た産業廃棄物量とは一致しません。

中間処理施設での処理状況

平成 年度における県内の中間処理施設による処理量は であり、このうち民間の排

出事業者・処理業者による処理が と ％を占めています。

また、処理された廃棄物の種類別では、がれき類が 、汚泥が であり、これ

らで全体の ％を占めています。
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許可登録状況

平成 年度末における、本県の処理業許可を有する産業廃棄物処理業者数は 者で、このう

ち収集運搬のみを行う業者は 者と、全体の ％となっています。

表－ 産業廃棄物処理業 許可業者数（平成 年度末現在）

県内外別

許可形態
県内業者 県外業者

収 集 運 搬 ＋ 中 間 処 理

収 集 運 搬 ＋ 最 終 処 分

中 間 処 理 ＋ 最 終 処 分

収集運搬＋中間処理＋最終処分

産 業 廃 棄 物 処 理 業 者 全 体

収 集 運 搬 の み

最 終 処 分 の み

中 間 処 理 の み

全体

 
 

表－ 産業廃棄物処理業 新規許可等の件数 平成 年度

中間処理 最終処分 中間・最終

新 規 許 可

更 新 許 可

業 廃 止 等

許可等の
種類

処分業

収集運搬
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図－ 産業廃棄物処理業 許可業者数の推移

※平成21年度からは大津市（中核市での許可）の数は含んでいません。

平成 年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

者

図－ 産業廃棄物処理業 新規許可件数の推移

※平成21年度からは大津市（中核市での許可）の数は含んでいません。

平成 年度

年度

年度

年度

年度
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年度
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件
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許可登録状況

平成 年度末における、本県の処理業許可を有する産業廃棄物処理業者数は 者で、このう

ち収集運搬のみを行う業者は 者と、全体の ％となっています。

表－ 産業廃棄物処理業 許可業者数（平成 年度末現在）

県内外別

許可形態
県内業者 県外業者

収 集 運 搬 ＋ 中 間 処 理

収 集 運 搬 ＋ 最 終 処 分

中 間 処 理 ＋ 最 終 処 分

収集運搬＋中間処理＋最終処分

産 業 廃 棄 物 処 理 業 者 全 体

収 集 運 搬 の み

最 終 処 分 の み

中 間 処 理 の み

全体

 
 

表－ 産業廃棄物処理業 新規許可等の件数 平成 年度
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４ 産業廃棄物処理施設の状況

平成 年度末における産業廃棄物処理施設は 施設で、このうち中間処理施設が 施設、最

終処分場が 施設となっています。

表－ 焼却処理施設の設置状況 平成 年度末現在

施設の種類 施設数

汚 泥 の 焼 却 施 設 （m /日）

廃 油 の 焼 却 施 設 （m /日）

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 の 焼 却 施 設 （ t/日）

焼 却 施 設
（ 汚 泥 、 廃 油 、 廃 プ ラ を 除 く ）

（ t/日）

計

処理能力
（区分ごとの合計）

 

表－ 焼却以外の中間処理施設の設置状況 平成 年度末現在

施設の種類 施設数

汚 泥 の 脱 水 施 設 （m /日）

汚 泥 の 乾 燥 施 設 （ 機 械 ） （m /日）

廃 油 の 油 水 分 離 施 設 （m /日）

廃 酸 ・ 廃 ア ル カ リ の 中 和 施 設 （m /日）

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 の 破 砕 施 設 （ t/日）

木 く ず又 はが れき 類の 破砕 施設 （ t/日）

計

処理能力
（施設の種類ごとの合計）



 - 48 - 

表－ 最終処分場の設置状況 平成 年度末現在

施設の種類

施設数

面積（m ）

容積（m ）

残容積（m ）

施設数

面積（m ）

容積（m ）

残容積（m ）

施設数

面積（m ）

容積（m ）

残容積（m ）

施設数

面積（m ）

容積（m ）

残容積（m ）

施設数

面積（m ）

容積（m ）

残容積（m ）

施設数

面積（m ）

容積（m ）

残容積（m ）

公　共　計

計

公
　
　
共

排出事業者
（民間）

処理業者
（民間）

排出事業者

処理業者

安定型 計遮断型管理型
設置主体

表－ 処理施設の新規設置許可件数 平成 年度

最終処分場

新規設置許可件数

　　12件

　　0件

中間処理施設
　（内訳）
　　廃プラスチック類の破砕施設　　　　4 施設
　　木くず又はがれき類の破砕施設　　4 施設
　　廃油の油水分離施設 　　　　　　　4 施設
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４ 産業廃棄物処理施設の状況

平成 年度末における産業廃棄物処理施設は 施設で、このうち中間処理施設が 施設、最

終処分場が 施設となっています。
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焼 却 施 設
（ 汚 泥 、 廃 油 、 廃 プ ラ を 除 く ）

（ t/日）

計

処理能力
（区分ごとの合計）

 

表－ 焼却以外の中間処理施設の設置状況 平成 年度末現在

施設の種類 施設数

汚 泥 の 脱 水 施 設 （m /日）
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廃 酸 ・ 廃 ア ル カ リ の 中 和 施 設 （m /日）

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 の 破 砕 施 設 （ t/日）

木 く ず又 はが れき 類の 破砕 施設 （ t/日）

計

処理能力
（施設の種類ごとの合計）
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５ 公共関与による産業廃棄物処理事業

公共が関与した産業廃棄物処理事業主体としては、平成 年 月に 財 大津市産業廃棄物処理公

社が解散したため、現在は 公財 滋賀県環境事業公社のみとなっています。

公財 滋賀県環境事業公社は、国の「廃棄物処理センター」の指定を受け、産業廃棄物管理型最終

処分場「クリーンセンター滋賀」の整備を実施し、平成 年 月 日から供用しています。

表－ 公共関与による産業廃棄物処理事業の概要 平成 年 月末現在

事業主体の名称 公益財団法人 滋賀県環境事業公社

所在地 甲賀市甲賀町神 番地 ℡

施設の名称および所在地
クリーンセンター滋賀

甲賀市甲賀町神 番地

出資団体および出資金額

の内訳

事業者 千円

基本財産 千円 県 千円

市町 千円

設立年月日 昭和 年 月 日

事業開始 平成 年 月 日

事業内容 埋立処分（管理型） 埋立面積： 全体埋立容量：

受入廃棄物

燃え殻、汚泥、廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、ゴムく

ず、金属くず、ガラスくず及び陶磁器くず、鉱さい、がれき類、ばいじ

ん、建設系混合廃棄物、廃石膏ボード、石綿含有廃棄物
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６ ＰＣＢ廃棄物保管状況等届出の状況

ＰＣＢを含む高圧トランス、コンデンサ等を保管する事業者は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適

正な処理の推進に関する特別措置法」（ＰＣＢ特別措置法）第 条の規定により、自らの責任におい

て確実かつ適正に処理しなければならないと定められているとともに、同法第 条の規定により、毎

年度、その保管・使用状況等に関して滋賀県知事（大津市にあっては、大津市長）に届出書を提出す

ることを義務づけられています。

平成 年から平成 年の各年度末におけるＰＣＢ廃棄物の保管等の状況について、事業者から本

県に対し届け出られたものは表－ 、 のとおりです。

これらＰＣＢ廃棄物を保管する事業者は、関係法令に基づき、平成 年度までにその全量の適正

処理を行わなければなりません。

表－ ＰＣＢ廃棄物の保管状況

保管

事業所数
保管量(台)

保管

事業所数
保管量(台)

保管

事業所数
保管量(台)

保管

事業所数
保管量(台)

高圧トランス

高圧コンデンサ

低圧トランス

低圧コンデンサ

柱上トランス

安定器

※ 大津市を含んでいません。

平成25年度末平成24年度末

廃棄物の種類

平成23年度末平成22年度末

表－ ＰＣＢ廃棄物を保管する事業所におけるＰＣＢ使用製品の使用状況

使用

事業所数
使用量(台)

使用

事業所数
使用量(台)

保管

事業所数
保管量(台)

保管

事業所数
保管量(台)

高圧トランス

高圧コンデンサ

低圧トランス

低圧コンデンサ

柱上トランス

安定器

※ 大津市を含んでいません。

平成25年度末平成24年度末

廃棄物の種類

平成23年度末平成22年度末
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５ 公共関与による産業廃棄物処理事業

公共が関与した産業廃棄物処理事業主体としては、平成 年 月に 財 大津市産業廃棄物処理公

社が解散したため、現在は 公財 滋賀県環境事業公社のみとなっています。

公財 滋賀県環境事業公社は、国の「廃棄物処理センター」の指定を受け、産業廃棄物管理型最終

処分場「クリーンセンター滋賀」の整備を実施し、平成 年 月 日から供用しています。

表－ 公共関与による産業廃棄物処理事業の概要 平成 年 月末現在

事業主体の名称 公益財団法人 滋賀県環境事業公社

所在地 甲賀市甲賀町神 番地 ℡

施設の名称および所在地
クリーンセンター滋賀

甲賀市甲賀町神 番地

出資団体および出資金額

の内訳

事業者 千円

基本財産 千円 県 千円

市町 千円

設立年月日 昭和 年 月 日

事業開始 平成 年 月 日

事業内容 埋立処分（管理型） 埋立面積： 全体埋立容量：

受入廃棄物

燃え殻、汚泥、廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、ゴムく

ず、金属くず、ガラスくず及び陶磁器くず、鉱さい、がれき類、ばいじ

ん、建設系混合廃棄物、廃石膏ボード、石綿含有廃棄物
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７ 監視指導等の状況

「滋賀県産業廃棄物の適正処理の推進に関する要綱」（平成 年滋賀県告示第 号）に基づき平

成 年度に行った事業所等に対する立入調査は 件、法に基づく行政処分は 件でした。

また、平成 年における廃棄物処理法違反による検挙件数は 件、検挙者数は 人でした。

表－ 立入検査の件数 表－ 行政処分等の件数 平成 年度

平成25年度 平成26年度 行 政 処 分 等 件数

立入対象施設数 改 善 命 令

立入施設数 措 置 命 令

立入施設延べ数 処 理 施 設 使 用 停 止 命 令

処 理 業 許 可 停 止 命 令

処 理 業 許 可 取 消

処 理 業 不 許 可

処 理 施 設 設 置 許 可 取 消

指 導 票 交 付

表－ 廃棄物処理法違反による検挙件数等の推移

平成
16年

17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年

検挙件数(件)

検挙者数(人)

※検挙件数は、年単位での集計になっています。

（画像：東芝汰楽さんの作品）

東芝 汰楽さん（長浜市立びわ中学校３年）の作品
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８ 不法投棄等の状況

滋賀県における産業廃棄物の不法投棄事案の特徴としては、平成 年度の新規発生件数は 件

で、平成 年度のころの新規発生件数 件に比べると最近は大きく減少しています。しかし、悪

質かつ巧妙な手口の不法投棄等の不適正事案は跡を絶たない状況で、平成 年度は、大規模（約

万トン）な不適正事案（不法な廃棄物の埋め立て）が発生しました。

産業廃棄物の不法投棄等の新規発生件数の推移は図－ のとおりです。

図－ 産業廃棄物の不法投棄等の新規発生件数とその年度内解決率の推移

　　　　　　　（注）　平成21年度に中核市になった大津市の件数を含みます。
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９ 不法投棄対策

不法投棄や不適正処理が発生すると地域社会の生活環境への影響が大きく、また、発見が遅れると、

その是正には長い時間と多額の費用、多大な労力が必要になります。

そのため、県では、不法投棄等の未然防止とともに早期発見・早期対応を重視し、不法投棄監視指

導員を配置して定期パトロールや休日パトロールを行うほか、休日や早朝・夜間に対応するための民

間警備会社への委託パトロール、監視カメラの活用やヘリコプターによるスカイパトロール、警察と

連携した監視取締、近隣府県との共同による路上取締などを実施しています。

さらに、このような行政による監視活動に加えて、地域住民などにより構成される不法投棄防止パ

トロール隊や郵便局・農業協同組合・森林組合・トラック協会などの事業者の方々の協力を得るなど、

監視体制の強化を図っています。

地域ごみ対策会議の開催

産業廃棄物等の不法投棄事案に迅速・的確かつ厳正に対処するとともに、これらの不法投棄の未

然防止を図るため、各環境事務所管内に地域ごみ対策会議を設置しています。

当会議では、構成員である県関係機関・市町・警察が連携を強化し、一体となって不法投棄事案

に対処するとともに、不法投棄等に係る総合的かつ効果的な対策等を講じるための取組を推進して

います。

不法投棄防止強調月間事業

平成 年度から 月を「不法投棄防止強調月間」と定め、当該期間内に産業廃棄物等の不法投棄

防止に対する意識を県民に集中的に喚起するなどして、廃棄物に関する正しい知識の普及・啓発に

努めています。

また、地域における廃棄物の不法投棄に対しても、関係部局・機関の協調のもとに集中的な監視

パトロールを展開するなどして、その根絶に向けた取組を行っています。

●啓発活動

・広報車による啓発

・パンフレットによる啓発

・のぼり旗による啓発

●監視指導活動

・地域ごみ対策会議構成員合同でのパトロール

・産業廃棄物許可施設への立入検査

・産業廃棄物運搬車両の路上検査

・工事現場立入による産業廃棄物適正処理指導
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地域協働原状回復事業

不法投棄防止パトロール隊等により発見され、行為者が不明等で放置されていることにより地域

の景観に支障がある産業廃棄物について、地域住民と市町・県が協働で撤去し、原状回復を図りま

す。

その他の事業

・監視パトロール（平日）

・不法投棄、不適正保管、野外焼却の指導・取締り

・民間警備会社への監視パトロール委託（休日や早朝・夜間）

・スカイパトロール（ヘリコプターによる上空からの監視）

・郵便局、森林組合等の協力による不法投棄監視
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